


























移動論｣ 即ち, 国際的な資本移動, 国際投資を分
析する角度から理論的形成が開始されたと思われ




資本の限界生産性 (marginal productivity) の
相違から説明すれば, 資本の豊富な国から希少な
国に, 即ち収益率 (rate of return) が低い国か
ら高い国へと資本は移動するのである(3)｡
次に, 取り上げられるのは ｢国際資源移動論｣









資源の移転と考えられる｡ 日本企業は企業の競争優位性といわれる ｢日本的品質管理｣ を積極的に海外子会社へ
の移転を図ろうとする｡ 本論では, 中国における日系企業 H社の事例分析を中心に取り上げ, ｢日本的品質管理｣
の海外への移転を検討・分析する｡
キーワード：海外直接投資, 経営資源, 無形資産, 日本的品質管理, 全社的品質管理 (TQC), QCサークル活






E. F.Ohlin, B. G.) の学説を基に, フェアウェ





るのが, キンドルバーガー (Kindleberger, C. P.)
とダニング (Dunning, J. H.) の考え方である｡
彼らの定義によれば, 直接投資を資本の移動と位
置付けているが, それ以上の内容を含むとして,
企業のコントロールに加えて, 研究・開発 (R &




































源 (managerial resources) について, ペンロー
ズ (Penrose, E. T., 1956), 小宮 (1967), 吉原






















る(8)｡ 狭義では ｢製品の品質｣ であり, 広義では
｢製品だけではなく, それを生み出す仕事, サー
















第 3節 ｢日本的品質管理｣ の海外への移転
 ｢日本的品質管理｣ に関する考察
日本的品質管理の発想は, ｢品質は工程で作りこ





























調する｡ そのため, 日本の大部分の企業では ｢5







































市村・吉原らの研究グループ (1988) は, アジ













ル) を Aグループ, 発展途上国 (タイ・マレー






















































第 4節 ｢日本的品質管理｣ の中国への移転
H社の事例分析(14)
程における ｢自検・互検｣(15) 制度を挙げることが
できる｡ ｢自検・互検｣ 品質管理は H社の日本本
社の伝統的な品質管理手法を中国へ移転した結果
の産物である｡ ｢自検｣ は, 直接作業員一人一人
が生産ラインの担当分野で自己検査によって, 品
質管理を行うことである｡ このような ｢自検｣ に
よって全員参加の工程内での品質の作り込みを実
































を作り, さらに看板の方式で, 工程ごと, 従業員
1人 1人の品質状況を反映し, 班長はグループ内
の従業員の品質状況を確認・管理する｡ そして考
課を行い, 品質状況が優秀な人には “☆” マーク,


















検査員が 7名存在する｡ 検査員は午前と午後各 1
回ずつ各ラインの部品, 製品の抜き取り検査を行














































採用し, さらに確立している｡ 製造現場では, 各
ラインの最後工程に商用試験室が設置されている｡
ここで全ての製品の運転を確認する｡ 安全性のた





















伝 票 を 書 く
検品通知単を書く
検 品 準 備
抜き取り方案の確定
随 時 抜 き 取 り
規定項目による検査
測定データを記録する
合 格 判 断 を
各関連部門に渡す
合 格 標 識


































活動がある｡ ｢品質 999｣ 活動とは品質部の主導
のもとで部品, 製品の合格率 99.9％を目標として







的なテーマを選んで ｢攻関｣ (攻める) する｡ 会
社全体で 49の ｢攻関｣ グループが編成され, そ







テ ス ト を 行 う





テ ス ト を 行 う
合 格 状 況





合 格 状 況
















｢品質 999｣ 活動では, 優秀な ｢攻関｣ (攻める)
グループにはインセンティブを与える措置も行わ
れている｡ 1年間に提出された改善策の提案に対
しては年 1回 (1月) の発表会があり, 発表会で

















ループが組織される｡ 毎年, 会社は会社 JIT委
員会を設置し, 各生産部門も部門 JIT委員会を
設置する｡ JIT活動の重要なポイントは継続する









H社の JIT改善グループは 1人当たりの 1日生
産量を高め, 生産コストの削減を目的として, 生
産現場の 7つの浪費, つまり, 生産過剰の浪費,
運搬の浪費, 待ち受け時間の浪費, 加工の浪費,
在庫の浪費, 動作の浪費, 不良品製造の浪費を巡っ
て, 現場作業員と一体になって, 1つ 1つの研究,























捨てる｡ H社は, 日本国内工場と同様, ｢良い職
場環境作り｣ を極めて重要視している｡ 日本国内
工場の ｢5 S｣ に比べ, H社は ｢6 S｣ を提唱して
いる(18)｡ その内容とは ｢整理 (SEIRI), 整頓
(SEITON), 清掃 (SEISO), 清潔 (SEIKETSU),
整備 (SEIBI), 躾 (SHITSUKE)｣ である｡ つ
まり, 日本企業に比べ ｢整備｣ という内容が加わっ
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念の下で, H社では ｢6 S推進委員会｣ が設置さ
れており, 毎週木曜日の 8：30から 9：30は清掃
時間と決め, 製造部強制で行われる｡ そして品質
部の主導で一週間ごとにパトロール検査を実施し
ている｡ 総経理 (日本人) の予告なしに突然検査
が行なわれ, その結果は奨励金と緊密にリンクさ





















なっている｡ しかし, ｢日本的品質管理｣ が構築
されたとはいえ, その前提条件である ｢5 S活動｣
の内容とその実施は日本企業のものをそのまま移
転したのではなく, 中国事情に合わせ適応したこ
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